
対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室

　県内の教員全体のキャリア教育の指導力
が向上し、児童生徒のキャリア発達が促さ
れている。

【事業実績】
○キャリア教育指導者養成
  研修実施
  中部地区（7/27：116名）
  東部地区（8/3：68名）
  西部地区（8/18：62名）
○キャリアシート「指導の
  手引き」作成ワーキング
  開催
  第1回（5/23）
  第2回（7/7）
  第3回（12/15）
  第4回（1/12）
○平成29年度キャリア教育
  地区別指導者研修に係る
  事後アンケートの実施
      （平成30年1月31日）
○キャリアシート活用実践
  事例の提出
      （平成30年1月31日）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
○Ｈ29年度全国・学力学習状況調査の
  児童生徒質問紙において、児童生徒
  のキャリア発達に関する質問に対す
  る肯定的な回答の割合が、中学校に
  おいて特に改善傾向にあり、小中学
  校ともほぼ全国並となっている。
・人の役に立つ人間になりたいと思う
　小学生（＋1.5p）　　中学生（＋1.4p）
・ものごとを最後までやりとげて、
  うれしかったことがある
　小学生（＋0.5p）　　中学生（－0.3p）
・将来の夢や目標をもっている
　小学生（－0.7p）　　中学生（＋3.1p）
○キャリア教育に関する校内研修の実
  施が進んできたものの、100％には
  達していない。
○キャリアシートの活用率は高いが、
  その内容や授業での扱い方には差
  がある。

 「特別の教科　道徳」の実施に向け各学校
等での道徳教育の充実を図ることにより、
児童生徒の道徳性が養われている。

【事業実績】
○小・中学校道徳教育研究協
　議会及び道徳科研究指定校
　研究発表会
・11月13日中村南小（108名）
・11月17日安田中　（ 84名）
・11月17日葉山小　（ 71名）
・11月17日一宮中　（147名）
・11月21日岡豊小　（136名）
・11月21日東中筋中（ 59名）
・11月24日久礼中　（103名）
・11月28日舟入小　（173名）
○道徳教育推進リーダー育成
　プログラムの実施
　（年8回：12名育成）
○家庭版道徳教育ハンドブッ
　ク「高知の道徳」の改訂
　（3月配布予定）
・ワーキングの実施（年5回）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
○全国学力・学習状況調査において、
  道徳の時間に児童生徒自らが考え、
  話し合う活動ができているかを問う
  項目では、肯定的回答が増えつつあ
  るものの、児童生徒と教員では受け
  止め方に差がある。
 小学校　児童：82.1% ⇔教諭：95.9%
 中学校　生徒：83.5% ⇔教諭：93.5%
○全国学力・学習状況調査の児童生徒
  質問紙において、道徳性を問う項目
  では、肯定的な回答が全国よりも高
  い傾向にあるが、親切・思いやりに
  関する質問については全国を下まわ
  っており、特に中学校においては、
  肯定的回答が減少している。
 小学校84.7%（全国比 －0.6ポイント）
 中学校83.3%（全国比 －1.1ポイント）
◯道徳の授業の公開率１００％を目指
  しているが、様々な学校の事情によ
  り達成できていない。

高知県いじめ防止基本方針に基づく取組の進捗状況【第１回連絡協議会用】

県方針の内容

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども
教職員
(保護者)

小中学校
キャリア教
育充実プラ
ン

　子どもたちの社会的・職業的自立に向
けた力を育てるために、高知のキャリア
教育指針に基づき、各地域の特色を生か
したキャリア教育の実践を支援するとと
もに、県民ぐるみのキャリア教育を推進
して、児童生徒が将来の夢や志を持てる
ようにする。

教育委員会
小中学校課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども
教職員
(保護者)

 道徳教育改
 革プラン
 H28年度～

　　 ↓
道徳教育実
践充実プラ
ン

　新しい学習指導要領が目指す「社会に
開かれた教育課程」の実現を目指し、市
町村教育委員会が主体となって地域ぐる
みの道徳教育を推進することにより、児
童生徒の道徳性を高める。また、道徳推
進リーダーの活用や大学等との連携を通
して、全ての学校において「考え、議論
する道徳」が実践されるよう、授業の質
的変換を図る。

教育委員会
小中学校課

学校・家庭・地域との連携を強化した道徳教育の推進

　・指針「高知のキャリア教育」に基づく発達段階に応じたキャリア教育の推進

　

　・「夢」や「志」を喚起し、意欲を高める教育の推進

資料4

Ｈ２９年度で終了

改 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・社会人として必要なコミュニケー
  ション力が身に付いている。
・自己を理解し、他者と協調する力が
  身に付いている。
・職業についての知識が身に付いてい
  る。

【事業実績】
・プログラム実践の成果や
　改善点等について検証。

・指定校６校による研究協
　議会を実施（6/1）
（学習記録ノートの活用事例報告
　及び課題や今後の取組等について
　意見交換）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】

  各小・中学校において、図書館資料や新
聞等を活用して言語活動の充実を図った
り、他者と協働して課題解決を図ったりす
る探究的な授業が行われている。

【事業実績】
○「きっとある　キミの　心
　にひびく本」の配付
　（5月31日）53,000冊
○「わくドキ！ショートコメ
　ントコンテスト」の実施
　応募校:　 102校
　応募数：7,079点
○「学校新聞づくりコンクー
 ル」の実施
  応募校:    74校
  応募数：5,710点
○指定校の研究発表会
 香美市立鏡野中 11/22:161名
 香美市立山田小 11/22: 95名
 越知町立越知中 11/14: 82名
 越知町立越知小 11/14:106名
 宿毛市立宿毛小 11/17: 92名
 高知市立初月小 10/14: 85名

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・小学校において、図書館資料を活用
  した授業の実施率（月に数回以上）
  が減少している。
　小学校　H28：49.2% → H29：39.4%
　中学校　H28：14.7% → H29：23.3%
・全国学力・学習状況調査によると、
  新聞を読む児童生徒の割合が年々
  減少している。
　小学校 H27：25.2% → H28：25.6%
　　　　　          → H29：22.2%
　中学校 H27：18.8% → H28：18.2%
                    → H29：13.5%

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども
教職員

生徒の意欲
を高める応
援プラン事
業(社会人基
礎力育成プ
ログラム開
発)

　生徒の社会性の向上のために、就職や
離職の状況に課題のある学校を指定し、
コミュニケーション能力や協調性、規範
意識等の社会人基礎力の育成のためのプ
ログラムを中学校教員と協働して開発し
実践する。

教育委員会
高等学校課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども
教職員

探究的な授
業づくりの
ための教育
課程研究実
践事業
（学校図書
館活用型）
H28年度～

　　↓
小中学校学
校学校図書
館教育の推
進

　児童生徒の読書に親しむ態度と豊かな
感性や思考力・表現力を育成するため
に、高知県推薦図書リストブック「きっ
とある　キミの心に　ひびく本」を作
成、配付し、授業での計画的な活用も行
いながら読書の質の向上を図る。

教育委員会
小中学校課

①　推薦図書リストの配布及び活用の促進

②　学校図書館を活用した授業の推進

（探究的な授業づくりのための教育課程研究
③  指導主事の学校訪問による推進

Ｈ２９年で終了

Ｈ２９年度で終了

改 

平成２９年度で終了
高知県版、社会人基礎力育

成プログラムの推進

・プログラム開発

・指定６校、

プログラム実施・検証
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・研修の実施
・環境整備の推進

・研修の実施
・環境整備の推進

・研修の実施
・環境整備の推進

  不読率（１週間の読書時間が０分の生徒
の割合)を40％以下にする。

【事業実績】
・不読率
　（１週間の読書時間が
　　0分の生徒の割合） 37.9%
  高1　31.0％
　高2　44.1％
　高3　47.1％
（高知県オリジナルアンケ
　ート)
・司書教諭及び司書の指導
　力向上事業に係る研究協
　議会Ⅰ・Ⅱ
Ⅰ（H29.5.29実施）
＊学校図書館システムにつ
　いて　等
Ⅱ（H29.11.17実施）
＊『総合的な学習の時間に
　おける「探究的な学習」
　のデザイン～学校司書・
　司書教諭・教諭が協働す
　るために～』
　国士舘大学教授
　　　　　　桑田てるみ氏

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
○司書教諭及び司書の指導力向上事業
  に係る研究協議会Ⅰ（Ｈ30.5.15）
　・学校図書館システムについて
　・オーテピア高知図書館の紹介
○司書教諭及び司書の指導力向上事業
  に係る研究協議会Ⅱ
 （Ｈ30.10月または11月実施予定）
　・オーテピア高知図書館と学校図書
    館について

・教員の生徒理解の力が高まり、生徒一人一人に
　応じたきめ細やかな指導の充実が図られて
　いる。
・学習記録ノートを活用している学校の割合：
　100％

【事業実績】
・指導者養成研修等（自然
　体験活動企画担当者セミ
　ナー）の実施
　前期：
　平成29年11月18日～19日
　後期：
　平成30年2月11日～12日
　（予定）
・情報提供
　イベント情報の更新、団
　体紹介情報の更新
・体験活動推進事業
　講師派遣：10名
　団体数： 4団体
　参加
（幼児84名・児童64名・
　生徒20名・保護者等
　134名）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・仲間づくり合宿を高等学校28校で実施
　宿泊合宿実施　　：19校
　１日体験活動実施： 9校
・カウンセリングに関する研修の実施
　西部地区　　　　　8/20実施予定
　東部・中部地区　　8/22実施予定
・25校において、学習記録ノート（キャリ
　アサポートノート）を全学年で活用

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども
教職員

高等学校学
校図書館教
育推進事業

　生徒の主体的、意欲的な学習活動の充
実を図り、豊かな感性を育む教育を推進
するための、学校図書館の効果的活用に
ついての研究や研修会を実施し、モデル
的取組を推進するとともに、学校図書館
担当教職員の指導力の向上を図る。ま
た、学校図書館情報のデータベース化を
推進し、管理や貸出業務が円滑に行える
ようにする。

教育委員会
高等学校課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども
教職員

生徒の意欲
を高める応
援プラン事
業(中途退学
減少プロ
ジェクト)

　高等学校における早期の中途退学の防
止に向けて、中途退学の多い学校を指定
し、人権教育課と連携したスクールカウ
ンセラーの派遣支援などを通じて、個に
応じたきめ細かな指導を組織的に行う。
また、入学者を対象とした仲間づくり合
宿を実施し、学校生活への円滑な適応を
支援する。また、生徒指導上の課題の引
き継ぎやつながりのある進路指導の在り
方を中高の校長が集まり協議する場を設
けるなど中学校と高校の連携を強化す
る。 教育委員会

高等学校課

学校図書館の機能の充実と生徒が活用しやすい環境整備の推進ｕ

中途退学防止プランの実行と組織的な生徒支援及び

中高連携の更なる推進
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　自然体験に関わる指導者の養成や、その
活動の場の拡大により、より多くの子ども
たちに自然体験の機会が提供されている。
　各地域での子どもが主体となった活動が
展開され、地域コミュニティの活性化にも
つながっている。

【事業実績】
○指導者養成研修等
　（自然体験活動企画担当
   者セミナー）
　（予定）平成30年11月
               【前期】
　　　　　平成31年2月
               【後期】
　高知自然学校総会
   （平成30年4月4日実施）

○情報提供
　・県内青少年教育施設へ
    情報提供の依頼
　・県内自然体験活動団体
    への情報提供の依頼
　・体験活動推進事業をホ
    ームページに掲載、各
    市町村教育員会への文
    書周知

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
○指導者養成研修等
　（自然体験活動企画担当者セミナー）
　（予定）平成30年11月【前期】
　　　　　平成31年 2月【後期】
　高知自然学校総会
        （平成30年4月4日実施）

○情報提供
　・県内青少年教育施設へ情報提供の
    依頼
　・県内自然体験活動団体への情報提
    供の依頼
　・体験活動推進事業をホームページ
    に掲載、各市町村教育員会への文
    書周知

　魅力的な主催事業の実施を通じて多様な
体験活動が促進され、施設利用者も増加し
ている。
・県立青少年施設の利用者数（小・中・高
　校生）延べ160,000人以上

H29　第2期教育振興基本計画　基本方向6

【事業実績】
・中1学級づくり事業
　　27校　1,451名参加
 （室戸青少年自然の家を含む
   と44校　2,518名）
・不登校対策事業
　13回実施　延べ87名参加
・各種主催事業
　26事業　延べ2,290名参加

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】

・中1学級づくり事業
　4月～9月　参加予定29校　1,709名
（室戸青少年自然の家を含むと42校
　2,478人）
・不登校対策事業
　6月～3月　野外体験活動及び社会
  見学等を実施予定
・各種主催事業
　25事業実施予定

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども
教職員

環境学習推
進事業

　ＮＰＯ等の団体や学校、青少年団体
　が連携した自然体験活動や環境学習
　を推進する。
・指導者養成研修等の実施
・ホームページによる体験学習の情報
　提供

教育委員会
生涯学習課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども
教職員

青少年教育
施設振興事
業

　青少年に自然に親しんでもらうととも
に、異年齢集団による多様な体験活動の
場を提供し、自主性・社会性・協調性を
養う。
　体験活動等を通して不登校・いじめ等
の予防的対応を図るとともに、子どもが
家庭や地域社会と上手に関わりながら成
長する力を身につける。
　・中１学級づくり合宿事業の実施
　・不登校対策事業の実施
　・各施設における主催事業の実施 教育委員会

生涯学習課

施設機能を生かした校外学習支援の実施施設機能を生かした校外学習支援の実施

指導者養成研修等の実施、ホームページによる体験学習の情報提供

施設機能を生かした校外学習支援の実施施設機能を生かした校外学習支援の実施

各種事業の計画的な実施及び積極的なＰＲ、

ニーズ等に応じた事業の新規開発・見直し

施設機能を生かした校外学習支援の実施施設機能を生かした校外学習支援の実施施設機能を生かした校外学習支援の実施
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　児童生徒のいじめ防止等の意識を高め
る。

【事業実績】
・平成29年1～12月の開催状況
　＊12市町村
　＊22校62回
※　暦年管理の数値で計上

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・平成30年1～4月の開催状況
　＊2市町村
　＊6校24回
※　暦年管理の数値で計上

　人権作文に取り組む学校数の増加とそれ
に伴う取組総数の増加。

【事業実績】
・応募学校数　147校
　取組総数　9,472編
・取組総数、応募学校数共に
  前年より増加した。
・いじめをテーマにした作品
  が最も多い。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
 募集要項を発送し、人権教育主任連絡協議
会で呼びかけをしている。

  指定校に本事業による人権教育の充実度
などを問うアンケートを実施し、5件法で平
均4以上とする。

【事業実績】（12月末現在）
 春野高等学校を指定し、職員
会で事業内容について共通理解
を図り、研究をスタートさせ
た。
・校内研修の計画的な実施
　5/2、6/1、10/16
・校外研修への参加（人権教
  育スキルアップ講座、人権
  教育セミナー等）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
　昨年度に引き続き春野高等学校を指定
し、研究をスタートさせた。

　良好な親子関係や子どもへの関わり方に
ついて保護者の理解が深まり、積極的に子
どもに関わる姿が多く見られるようにな
る。

【事業実績】
・保護者研修（講話・ワー
　クショップ)88回（63園）
　うち就学時健診で保護者
　講話23回を実施している。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・保護者研修（講話・ワークショップ)37回
を予定している。（Ｈ30．5.9現在）

・一日保育者体験においては、リーフレッ
トやホームページ等を活用し、新規の実施
や継続に向けたアプローチを行っている。

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども 非行防止教
室

平成27年度に作成配布した「いじめ防止
教室資料集」を活用し、学校と協働し、
チーム・ティーチング方式でいじめ防止
教室を実施

警察本部
少年女性
安全対策課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども 人権作文コ
ンテスト

　基本的人権の重要性、必要性について
考えたことなどを題材として小学校5・6
年生、中学校、高等学校の児童生徒、特
別支援学校の小学部5・6年生、中学部、
高等部の児童生徒から作文を募集し表彰
する。

教育委員会
人権教育課

法務局
人権擁護課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

子ども
教職員

(保護者)

人権教育研
究推進事業

【人権教育研究指定校事業】
　人権意識を培うための学校教育の在り
方について、教育委員会等との連携・協
力の下で幅広い観点から実践的な研究を
実施する。（29年度は春野高等学校を指
定）

教育委員会
人権教育課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

保護者
親育ち支援
啓発事業

　良好な親子関係や子どもへのかかわり
方について保護者の理解を深め、親の子
育て力を高めるために、保育所・幼稚園
等において、講話等を行う。

教育委員会
幼保支援課

保護者研修の実施

研究指定校における人権教育の指導方法の改善充実に向けた

実践的な研究の推進

高知地方法務局人権擁護課と連携したコンテストの開催

学校の実情・ニーズに合わせた出前授業の実施
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

【事業実績】
・新規実施園　19園
・継続実施園　55園

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】

　保育所・幼稚園等で日常的・継続的に親
育ち支援が行われるようになり、園全体の
親育ち支援力の向上が図られる。

【事業実績】
・東部2地域・中部3地域にお
　ける地域別交流会の実施
　　5回　149人
・各市町村の親育ち支援リー
　ダーが交流会の計画や地域
　の課題把握に向けた連絡会
　を開催

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・地域別交流会の実施
　東部2地域（6/18　10/18）
　中部3地域（7/24　8/2　6/20）
　西部1地域（9/6）
・地域別連絡会の開催
　　H30.5.15 現在　6回

　各指定校において、組織的な生徒指導推
進体制が確立され、開発的な生徒指導の充
実が図られるとともに、その成果の県内の
学校への普及が進んでいる。
　各指定校の児童生徒・教職員アンケート
結果において、教育振興基本計画にある到
達目標を達成する。

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

保護者
保護者の一
日保育者体
験推進事業
（H30廃止）

　子どもの育ちや保育に関する保護者の
理解を促進するために、保育所や幼稚園
等を利用する保護者の保育者体験を促進
する。

教育委員会
幼保支援課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒の心
　を耕す
　教育の
　総合的
　な推進

保育者
親育ち支援
保育者フォ
ローアップ
事業

【親育ち支援地域別交流会】
　保育所・幼稚園等の親育ち支援体制の
充実及び親育ち支援力の向上を図るため
に、近隣の市町村において親育ち支援の
中核となる保育者同士がネットワークを
つくり、地域の課題に応じた研修を行
う。

教育委員会
幼保支援課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒一人
　一人が
　もって
　いる力
　を引き
　出す生
　徒指導
　の推進

子ども
教職員

高知夢いっ
ぱいプロ
ジェクト推
進事業

　小・中学校において、9年間を見通した開
発的な生徒指導が全教育活動を通じて計画
的・組織的に行われるよう、学校（学校
区）を指定し実践研究を推進する。また、
研究の成果を生徒指導担当者・生徒指導主
事の研修会等を通して県内の小・中学校に
普及することにより、県内全域での実践を
推進する。

◆未来にかがやく子ども育成型学校連携
  事業
・中学校区を指定し、小・中学校9年間で
  育てる力を明確にした小中連携の取組
  について実践研究を推進する。

◆魅力ある学校づくり推進プロジェクト
・小・中学校が連携・協働した開発的な生
  徒指導の取組を推進するため、中学校区
  を指定し、小中合同の研修会や支援会議
  等の取組を進めるとともに、当該中学校
  区が所在する市町村内の各中学校区に取
  組を普及することで、地域内の組織的な
  生徒指導体制を構築する。

◆夢・志を育む学級運営のための実践研究
  事業
・児童生徒の自己指導能力を育成するた
  め、小・中学校を指定し、学級運営ア
  ドバイザー（大学教授）や児童支援ア
  ドバイザー（臨床心理士）による指導
  ・助言を通して、話合い活動や主体的
  に活躍できる場の充実など、自尊感情、
  自己有用感を育む教育活動の実践研究
  を推進し、チームによる学級、学校運
  営の実現を図る。

教育委員会
人権教育課

【事業実績】
・定期的な小中連携推進会議
（各校区年6～12回）、
　合同研修会・授業研修会
（各校区年3回）、
　合同支援会議
（各校区年3回）の実施状況
・児童生徒アンケート調査の
　実施（5月、11月）
参考：H29指定2年目中学校区
　　　の児童生徒意識調査結
　　　果（小6→中1）
※数値は「そう思う」と回答
　した割合
「自分にはよいところがあ
  る」24.1%⇒25.3%
・教職員アンケート調査の実
　施
「小中が協働して取組を進め
　ている」
事業実施前
　11.5%⇒H29.8：52.7%
・公開授業研修会の実施
  香我美中校区（11/22　参
  加者数254名）
　三里中校区（11/28　参加
　者数257名）実施

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
　未来にかがやく子ども育成型学校連携事
業1年目推進校を2中学校区、2年目を2中学
校区、夢・志を育む学級運営のための実践
研究事業の1年目推進校を3校、2年目を2
校、魅力ある学校づくり調査研究事業のモ
デル推進校を1中学校区を指定し、年間研修
計画、各種年間合同会議の計画立案、研究
実践をスタートした。
・各推進校に配置している推進リー
　ダーの指導力向上のため、第1回推
　進リーダー会議（4/24）を実施した。

◆魅力ある学校づくり推進プロジェクト

　　１市、１中学校区指定
事業内容の充実・見直し

◆夢・志を育む学級運営のための実践研究事業

　　

４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定

１中学校、２小学校指定 ３校指定

保護者の一日保育者体験の実施

◆魅力ある学校づくり推進プロジェクト

　　１市、１中学校区指定
事業内容の充実・見直し

◆夢・志を育む学級運営のための実践研究事業

　　

４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定

１中学校、２小学校指定 ３校指定

◆魅力ある学校づくり推進プロジェクト

　　１市、１中学校区指定
事業内容の充実・見直し

◆夢・志を育む学級運営のための実践研究事業

　　

４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定

１中学校、２小学校指定 ３校指定

高知夢いっぱいプロジェクト推進事業

◆未来にかがやく子ども育成型学校連携事業　４中学校区の小中学校指定

◆魅力ある学校づくり推進プロジェクト

　　１市、１中学校区指定
事業内容の充実・見直し

◆夢・志を育む学級運営のための実践研究事業

　　

４中学校区指定 ４中学校区指定 ４中学校区指定

１中学校、２小学校指定 5校指定１中学校、4小学校指定

地域別交流会・連絡会の実施

新

6



対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・「高知家」児童会・生徒会サミットの実
 施

　児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問
題に関する調査において、いじめ認知ゼロ
の学校数をゼロに近づける。

【事業実績】
　「高知家」児童会・生徒会サ
ミット（10/29）は台風により
未実施。
　実行委員会により、提案用の
映像資料（DVD）を配付した。
各学校の取組の集約を行う。
　実行委員会の開催
（6/11　7/16　8/20　9/24
 10/15　11/26　12/17）
※実行委員
　小13人　中8人　高12人

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・児童会生徒会交流集会を市町村で
　計画し、複数の市町村では、高等
　学校も巻き込みながら準備を進め
　ている。
・児童生徒会援隊を募集し、児童生
　徒による主体的な取組を各校に提
　案する。年間8回を予定。

・Ｑ－Ｕアンケートやより良い人間関係づ
　くりのスキルを生かした「温かい学校・
　学級」の増加
・学級づくりリーダーの効果的活用による
　教員の学級経営力の向上

【事業実績】
・学級づくりパワーアッ
　プ講座の実施12/27 参
　加者88名
受講者評価4.7/5
※第1回8/7は台風の為、
　中止
・平成29年度重点支援校
　(南国市立後免野田小
　学校)における学級経営
　研修会等の実施
　３回5/11、11/30、2/8、
　参加者数延74名
・訪問支援等の支援 延36回

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
（心の教育センター）
・平成30年度より教育センターに研修
　移管(教育センター）
・学級づくりパワーアップ講座
　第1回 8/17 予定
　第2回 12/26 予定

各年度の研修満足度を80％以上にする。

【事業実績】
・県立学校人権教育主任
　連絡協議会　5/1
・小中学校人権教育主任
　連絡協議会
　土長南国吾川 5/26
　高岡 5/30
　西部 6/1
　東部 6/6
・午前は新任及び2年目の、
　午後は全部の人権教育主
　任を対象として開催し、
　人権教育主任の職務の徹
　底と、人権教育推進のた
　めのマネジメント研修を
　実施した。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・県立学校人権教育主任
　連絡協議会　5/8
・小中学校人権教育主任
　連絡協議会
　土長南国吾川 5/25
　高岡 5/31
　西部 6/5
　東部 6/8
・午前は新任の、午後は全部の人権教育主
　任を対象として開催し、人権教育主任の
職務の徹底と、人権教育推進のためのマネ
ジメント研修を実施した。

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒一人
　一人が
　もって
　いる力
　を引き
　出す生
　徒指導
　の推進

子ども
教職員
保護者

一般県民

いじめ防止
子どもサ
ミット

　高知県いじめ防止基本方針に基づくい
じめの防止対策を県民挙げて推進するた
め、
・県内の小・中・高・義務教育学校・
　特別支援学校の児童生徒が集い、い
　じめの防止について考える機会にす
　る。
・子どもに関わる大人も、子どもたち
　と一緒にいじめ問題について考え、
　子どもたちのいじめの防止等の取組
　を支える機運を高める。

知事部局
教育委員会
警察本部

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒一人
　一人が
　もって
　いる力
　を引き
　出す生
　徒指導
　の推進

教職員 学級づくり
リーダー活
用推進事業

　学級づくりリーダーの効果的活用を通
して、学級風土の改善を図り、いじめや
不登校等を生じさせない学級・学校づく
りを推進する。
・Ｑ－Ｕアンケート等のアセスメント
　ツールの効果的活用の徹底
・学級経営パワーアップ講座（年2
　回）の開催
・学級づくりリーダー活用重点支援校
　地域への訪問支援

教育委員会
心の教育セン
ター
教育センター
（平成30年
度、心の教育
センターより
業務移管）

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■児童生
　徒一人
　一人が
　もって
　いる力
　を引き
　出す生
　徒指導
　の推進

教職員 人権教育主
任連絡協議
会（義務・
県立）

　各学校の人権教育主任に人権教育の基
本方針やその職務の徹底を図るととも
に、人権教育推進上の成果や課題につい
て協議する。

教育委員会
人権教育課

サミットの実施と、サミット宣言に基づいた児童生徒の

主体的ないじめ防止の取組の推進

Ｑ－Ｕアンケート等の効果的活用

学級づくりリーダー活用推進事業
リーダー活用モデルの

周知・啓発

サミットの実施と、サミット宣言に基づいた児童生徒の

主体的ないじめ防止の取組の推進

教育センター主催の人権教育主任研修と連動させた

人権教育推進のためのマネジメント研修の実施
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　対象者に本事業による人権教育の充実度
などを問うアンケートを実施し、5件法で平
均4以上とする。

【事業実績】
・集合研修会　6/1、7/26・27
・各学校に対して6回～7回
　の訪問支援を実施。
・前年度人権教育推進リー
　ダーは、人権教育主任連
　絡協議会での実践発表と
　フォローアップ研修会
　（7/27）を実施。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
　指定校の選定を行い、対象教員及び校長
に事業説明を行っている。

◆各学校において、開発的・予防的な生徒
　指導が組織的に実践されている。
◆各学校において、問題行動等の未然防
　止、早期発見・早期対応に向けた、組
　織的な生徒指導を行っている。
・生徒指導主事（担当者）アンケート結果
　において、教育振興基本計画にある到達
　目標を達成する。

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■教職員
　の資質
　能力の
　向上

教職員 人権教育推
進リーダー
育成事業
　　↓
人権が尊重
された学校
づくり支援
事業に移行

　人権尊重の視点に立った学校づくりを
推進するため、人権教育や人権問題につ
いての専門性・実践力を備えたリーダー
を育成する。（小・中・高・特別支援学
校の教員　11名）
　平成28年度対象者のフォローアップ研
修を実施しながら、本年度6人の人権教
育主任を任命し、マネジメント力と実践
力の向上を目指した研修を行う。

教育委員会
人権教育課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■教職員
　の資質
　能力の
　向上

子ども
教職員

生徒指導主
事会（担当
者会）＜
小・中・高
等・特別支
援学校＞

　生徒指導主事会（担当者会）の開催を
通して、生徒指導の中核を担う生徒指導
主事（担当者）の実践力を高めることに
より、各学校における組織的な生徒指導
の充実を図る。

◆生徒指導主事会（担当者会）の全体
　会及び地区別生徒指導主事会（担当
　者会）を開催
・組織的な生徒指導、開発的・予防的
　な生徒指導の実践のために、生徒指
　導主事（担当者）のマネジメント力
　の向上につながる研修を実施する。

教育委員会
人権教育課

【事業実績】
・小学校生徒指導担当者会全
　体会の実施
　（2会場5/11,5/12）
・中学校生徒指導主事会全体
　会の実施（5/23）
※校内支援体制の充実、組織
　的に支援をつなぐための
　「支援シート」の活用につ
　いて方法等を周知、肯定的
　な二者面談の実施、映像を
　活用した規範づくりの実践
　紹介
・小中学校地区別生徒指導主
　事会（担当者会）の実施
　（3会場　10/12,13,16）
「いじめの未然防止の取組の
　PDCAによる実践」「子ども
  たちにとっての安心安全な
  学級・学校づくりについ
  て」「中学校区で進める
  開発的な生徒指導」
※小学校から中学校への抜か
　りのない情報提供を実現す
　る校内支援会の実施

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・生徒指導上の諸問題（いじめ・不登
　校等）について、その現状や課題に
　ついて考察するとともに、問題行動
　等の未然防止のための開発的生徒指
　導の推進及び体制の構築等について
　の研修を構成した。
　小学校生徒指導担当者会
　（5/8、5/18）
　中学校生徒指導主事会（5/24）
　高等学校・特別支援学校生徒指導主
　事会（5/29）実施

各校種における生徒指導主事会（担当者会）を年２回実施

11名の人権教育推進リーダーを

委嘱し、研究・研修を行う（小４名、

中４名、県立３名）

７名の人権教育主任を委嘱しマネ

ジメント力と実践力の向上を目指

した研修を行う。（本年度は６人）

平成２９年度にて終了

７名の人権教育主任を委嘱しマネ

ジメント力と実践力の向上を目指

した研修を行う。（本年度は６人）

７名の人権教育主任を委嘱し

マネジメント力と実践力の向上

を目指した研修を行う。（本年

度は６人）

各校種における生徒指導主事会（担当者会）を年２回実施

平成２９年度にて終了

７名の人権教育主任を委嘱し

マネジメント力と実践力の向上

を目指した研修を行う。（本年

度は６人）

改 
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　各学校において、教職員一人一人が人権
教育の重要性を理解している。学校経営や
学級経営、各教科等の実践時に全教職員が
共通理解して組織的に人権教育を推進して
いる。

【事業実績】
・人権教育に係る職場研修
（10/4実施）
・保育者（管理職含む）研修
（5/29、6/14、7/24、8/29、
　11/14、11/22実施）
・学校教職員（臨時的任用教
　員・初任者 ・ 3年・中堅教
　諭等資質向上研修・任用2年
　主幹教諭及び教頭・公立小
　中事務職）研修
　（4/15、4/22、6/15、
　　7/10、7/25、10/31、
　　11/24実施）
・人権教育実践スキルアッ
　プ講座Ⅰ・Ⅱ期
　（7/28・31、12/26 実施）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・人権教育に係る職場研修（10/10 予定）
・保育者（管理職含む）研修（6/27、
　7/19、8/28、11/1、11/27、1/29 予定）
・学校教職員（臨時的任用教員・初任者 ・
　中堅教諭等資質向上研修・任用2年主幹教
　諭及び教頭・公立小中事務職）研修
　（4/15、4/21 実施 6/7、6/8、7/13、
　　10/18、10/30、11/20、12/13 予定）
・人権教育実践スキルアップ講座
　（12/27・28 予定）

・高等学校における校内支援体制の充実。
・各高等学校の生徒支援コーディネーター
　等の資質の向上。

【事業実績】
・生徒支援コーディネー
　ター研修会実施
＜第1回＞5/30
「発達障害のある生徒への
　支援～生徒がわかる授業
　づくり～」(特別支援教
　育課と共催)受講者54名
＜第2回＞8/4
「教師を支え、学校を変え
　るチーム援助」
　参加者37名
　受講者評価3.7/4
・教育相談スキルアップ
　研修実施
　6/27「生徒理解」
　2/13「事例検討」
　受講者5校5名
　受講者評価3.8/4
・教育相談スキルアップ
　研修
　受講者への訪問支援
　5校14回

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
（心の教育センター））
・平成30年度より教育センターに研修移管
（教育センター）
・生徒支援コーディネーター研修
　第1回（特別支援教育課と共催）
　5/30 予定
　第2回
　8/6 予定
・教育相談スキルアップ研修
　受講者7名   7校
　（6/26、10/30、2/5 予定）
・教育相談スキルアップ研修
　受講者へのオリエンテーション及び訪問
　支援
　5月 実施、12月～1月 予定
（特別支援課）
　第１回公立高等学校特別支援教育学校
コーディネーター連絡協議会・高等学校生
徒支援コーディネーター研修を開催予定
（5/30）

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■教職員
　の資質
　能力の
　向上

教職員 ・各校種、
　園・所
　等の教
　職員に
　義務付
　けられ
　た基本
　研修

・任意に
　受講す
　る専門
　研修

　学校・園・所の教職員（管理職等・初
任者・3年経験者・中堅教諭等・学校事
務職員・技能職員・臨時的任用教員）に
対し、人権や人権問題に対するすぐれた
感覚を養い、人権教育を基盤とした学校
経営や学級経営、教科経営等が実施され
るよう、指導主事等による講義・演習を
行い、指導力の向上を図る。

教育委員会
教育センター

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■教職員
　の資質
　能力の
　向上

教職員 高等学校に
おける生徒
支援コー
ディネー
ター研修

　高等学校における予防的支援に焦点を
当てた校内支援体制づくりを進め、生徒
支援コーディネーター担当者のスキル
アップを図るとともに各担当者間のネッ
トワークづくりを推進する。
　・生徒支援コーディネーター研修会
　　（全体研修会年2回）
　・教育相談スキルアップ研修（年3
    回）

教育委員会
 心の教育セン
 ター
高等学校課
人権教育課
特別支援教育
課
教育センター
（平成30年
度、心の教育
センターより
業務移管）

生徒支援コーディネーター研修の実施

各高等学校への訪問支援の継続

生徒支援コーディネーター研修の実施

各高等学校への訪問支援の継続

教育センター主催の各校種等に義務付けられた研修や

任意に受講する研修での人権教育についての研修の開催
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・教育相談や人間関係づくりに関する専
　門的な知識・技能を要する教員を増加
　させる。

【事業実績】
・教育相談講座Ⅰの実施
　6/8、10/13、11/14、
　1/6
　受講者42名
　受講者評価4.5/5
・教育相談講座Ⅱの実施
　6/2、10/3、11/9、
　12/5
　受講者24名
　受講者評価4.7/5
・緊急対応とその予防研
　修の実施7/14
　受講者45名
　受講者評価4.9/5
・教育相談推進講座の実
　施7/28 受講者48名
　受講者評価4.6/5
・人間関係づくり実践講座
　の実施8/17-18
　受講者延べ57名
　受講者評価4.9/5

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
（心の教育センター）
・「人間関係づくり実践講座」は、平
　成30年度より教育センターに研修移
　管
・教育相談講座Ⅰ(第1回6/14 実施予定）
・教育相談講座Ⅱ(第1回6/8実施予定）
・緊急対応とその予防研修
（6/29実施予定）
（教育センター）
・人間関係づくり実践講座
　8/21 予定

　市町村、学校組合が主体となり市町村、
学校組合内における特別支援教育学校コー
ディネーターの専門性向上及び校種間連携
が推進されて、校種をまたいだ継続的な支
援が行われる。

【事業実績】（1月末現在）
・平成28年度は44中学校区が
　研修会を実施。
　（参加者253名…特別支援
　　教育学校コーディネー
　　ター、管理職、養護教
　　諭、市町村教育委員会
　　等）
・平成29年度40中学校区で研
　修会を実施。
　（参加者239名）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・平成30年度は22市町村,学校組合で
　実施予定。
（市町村が6月1日までに教育事務所へ
　実施申込み）

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■教職員
　の資質
　能力の
　向上

教職員 心の教育セ
ンター専門
研修

【教育相談や人間関係づくりに関する専
門研修の開催】
 ・教育相談講座Ⅰ・Ⅱ
 ・教育相談推進講座
 ・人間関係づくり実践講座
 ・緊急対応とその予防研修

教育委員会
心の教育セン
ター
教育センター
（平成30年
度、心の教育
センターより
業務移管）

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■教職員
　の資質
　能力の
　向上

教職員 中学校区特
別支援教育
学校コー
ディネー
ター連携充
実事業

　市町村、学校組合による特別支援教育
学校コーディネーターの専門性向上及び
学校間連携に向けた取組が県下全域に普
及、定着するよう、特別支援教育地域
コーディネーターが企画段階から参画し
ながら、各市町村、学校組合において連
携協議会を実施する。（H30,31の2年間
で全ての市町村,学校組合で実施）

教育委員会
特別支援教育
課

教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催

　中学校区特別支援教育学校コー　　

　ディネーター連携充実事業

　中学校区特別支援教育学校コー　　

　ディネーター連携充実事業

教育相談や人間関係づくりに関する専門研修の開催

　中学校区特別支援教育学校コー　　

　ディネーター連携充実事業

　中学校区特別支援教育学校コー　　

　ディネーター連携充実事業

市町村等特別支援教育学校コーディネーター連絡協議会
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・引き継ぎシート等のツールを活用した引
き継ぎの実施　100％
・「個別の指導計画」を作成している学校
の割合（公立小・中・高）　　100％
・校内研究の計画等にユニバーサルデザイ
ンの視点による授業づくり等を位置づけ、
実施…100％

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の防止

■教職員
　の資質
　能力の
　向上

教職員
子ども

みんながス
ター！校内
支援力アッ
プ事業

  発達障害等のある児童生徒が、その特
性を踏まえた十分な教育を受け、充実し
た学校生活を送れるようチーム学校とし
て校内支援体制の一層の充実を図るとと
もに、就学前から高等学校卒業まで校種
間の連携により、切れ目のない支援を実
現する。特別支援教育巡回アドバイザー
を3地域に配置し、3年間で県内すべての
市町村（小中学校）に対して専門的な立
場から支援を行う。

教育委員会
特別支援教育
課

【事業実績】
・校内体制を充実させるた
　め、これまでの指定校で
　の取組をまとめた「校内
　支援体制づくりガイドブ
　ック」（Ｈ29.3作成）を
　県内全ての学校に配布。
・発達障害の診断・判断が
　ある児童生徒の新1年生
　に対する「引き継ぎシー
　ト」等のツールを活用し
　た引き継ぎの実施割合。
　保幼→小…84.8％
　小→中…85.2％
　中→高…36.9％
・「個別の指導計画」を作
　成している学校の割合。
　小…95.0％　中…86.1％
　高…60.0％
・校内研究の計画等にユニ
　バーサルデザインの視点
　による授業づくり等を位
　置づけ、実施している学
　校の割合。
　小…83.0％　中…74.8％
　高…32.7％
・学校経営研究協議会　7校
（東部3校　中部1校　西部3
  校）に対し3回ずつ実施。
・特別支援教育巡回アドバ
　イザーの学校訪問
　3地域に425回
（東部150回　中部90回
　西部185回）訪問。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・4月から6月にかけて指定市町村、
　学校組合が設置する全小中学校を
　アドバイザーが訪問、年間の訪問
　について打ち合わせ
　（東部　小12校、中9校
　　中部　小10校、中8校
　　西部　小10校、中6校）

引き継ぎシート・個別の指導計画の作成及び活用促進

特別支援教育学校コーディネーター対象の研修会等の実施

引き継ぎシート・個別の指導計画の作成及び活用促進

みんながスター！校内支援力アップ事業

引き継ぎシート・個別の指導計画の作成及び活用促進引き継ぎシート・個別の指導計画の作成及び活用促進
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・児童生徒の実態把握のための「いじめ
　アンケート」が、いじめの早期発見、
　早期対応のための手段のひとつとして
　定着し、学校の実情に応じた調査が行
　われている。

【事業実績】
・小中高特支学校において、
　いじめアンケート調査を実
　施し、いじめを認知し、早
　期解決のための手段の一つ
　として活用できた。
・年2回以上のアンケート実
　施率：99.4％

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
全小中高特支学校に向けて、いじめアン
ケート調査の年２回以上の実施と、いじめ
の早期対応への手段として活用するよう依
頼している。実施状況調査も行う予定。

・全ての公立学校にスクールカウンセラ
　ー及びスクールソーシャルワーカーを
　配置する。

【事業実績】
・スクールカウンセラーを全
　公立学校に配置。スクール
　ソーシャルワーカーを31市
　町村と15県立学校に配置
　し、チーフスクールソーシ
　ャルワーカーが未配置校に
　対応した。
・全公立学校で校内支援会が
　設置されており、専門人材
　の活用が進んでいる。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・スクールカウンセラーを全ての公立学校
に配置し、８市の教育支援センターにアウ
トリーチ型スクールカウンセラーを配置し
た。また、スクールソーシャルワーカーを
33市町村と21県立学校には位置し、未配置
となっている学校等に対しては、チーフス
クールソーシャルワーカーや心の教育セン
ターのスクールソーシャルワーカーが対応
する。

・心理や福祉の高度な専門性を有するSC
　等による教育相談活動の充実。
・相談担当者のスキルアップ。
・学校訪問支援による校内支援（教育相
　談）体制の充実。

【事業実績】
・県下全児童生徒（小１～高３）
への電話相談カード、相談チラシ
の配布（4月）、コンビニ・スー
パーでのチラシの配布（電話相談
カード:82,210枚、チラシ:90,000
枚）
・来所相談、出張教育相談:受理
件数372件、延2,734件
・24時間電話相談:958件
・メール相談:94件
・ふれんどるーむCoCo参加人数：
子ども延189名、学生ボランティ
ア延92名
・スマイルふれんど派遣回数：51
回
・子育て講演会の実施6/11、12/9
参加者113名（託児利用15名）
・やまももの会の実施10回、参加
者：延26名
・緊急事案への対応(学校等への
派遣)75回(46回）
・関係機関との連携(支援会等へ

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・県下全児童生徒（小１～高３）への電話
　相談カード、相談チラシの配布（4月）、
コンビニ・スーパーでのチラシの配布
　（電話相談カード:79,090枚、チラシ:
　85,000枚）
・来所相談、出張教育相談:受理件数56件、
延126件
・24時間電話相談:153件
・メール相談:4件
・ふれんどるーむCoCo参加人数：子ども３
名、学生ボランティア2名(H30.4月末現在）
・子育て講演会（6/9実施予定）

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の早期
　発見

■いじめ
　の実態
  把握

子ども いじめアン
ケート

　定期的な「いじめアンケート」による
調査の実施と学校の実情に応じた個別面
談、日記や家庭訪問によりいじめの認知
に努める。

教育委員会
人権教育課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の早期
　発見

■相談体
  制の整
  備・充
  実

子ども
保護者
教職員

・スクール
　カウンセ
　ラー等活
　用事業
・スクール
　ソーシャ
　ルワー
　カー活
　用事業

　児童生徒や保護者等のいじめをはじめ
とする人間関係の不安や悩みに対して、
臨床心理や福祉等に関する専門的な知
識・技能を有する人材（スクールカウン
セラーやスクールソーシャルワーカー）
を学校に配置、または派遣し、教育相談
体制を充実させ、児童生徒の問題行動等
の未然防止、早期発見、早期対応を図
る。

教育委員会
人権教育課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の早期
　発見

■相談体
  制の整
  備・充
  実

子ども
保護者
教職員

心の教育セ
ンター相談
事業

【各種教育相談活動の実施】
　・来所相談
　・24時間電話相談
　・Ｅメール相談
　・出張教育相談
　・ふれんどるーむCoCo(児童生徒の
    交流の場)
　・やまももの会(保護者の交流の場)
　・学校訪問支援

教育委員会
心の教育セン
ター

「いじめアンケート」の実施（年間２回以上）

教育相談活動の推進、教職員への研修の実施

教育相談活動（来所・電話・Ｅメール・訪問）及び児童生徒

・保護者の居場所（交流）づくり・学校訪問支援の実施

教育相談活動の推進、教職員への研修の実施

「いじめアンケート」の実施（年間２回以上）

12



対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・各学校において、校内支援会が充実し、
  児童生徒や保護者の不安・悩みの解消
  に向けた組織的かつ計画的な支援が展
  開されている。
・校内支援会議にSC・SSW等が参加し､そ
  れぞれの専門性を活かした支援が行わ
  れている。

【事業実績】
・重点支援校小学校10校への訪
問支援の実施104回
・支援対象ケース数：延519
ケース（不登校要因87、いじめ
要因8、人間関係要因47、行動
要因232、学習面要因67、虐待
要因8、複合要因60、保護者対
応10）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・重点支援校9校(小学校5校・中学
　校3校・義務教育学校1校）への訪
　問支援の実施7回
・支援対象ケース数：延37ケース
　（不登校要因15、いじめ要因5、
　　人間関係要因2、行動要因8、
　　学習面要因１、虐待要因3、
　　複合要因0、保護者対応3）
・各学校の課題やニーズの把握及び個
　別事案に対する見立てや具体的支援
　策への助言を実施(H30.4月末現在）

　各種相談への対応が、迅速かつ適切に行
われている。

【事業実績】
・児童相談所における相談件数
　　　　　　（3月末現在）
　中央児童相談所　1,002件
　幡多児童相談所　  272件
　療育福祉センター
　　　相談部　　　  658件

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
　子どもや保護者、市町村・学校関係機関
からの相談への対応が適切に行われてい
る。

　いじめ相談を受理した場合、内容に応じ
て、各警察署や学校等と連携しながら適切
な対処にあたる。

【事業実績】
平成29年１～12月
ヤングテレホンへのいじめ相談
件数　10件
[内訳]
・助言による自己解決 4件
・関係機関(署含む)との連携
　による解決         6件
※事件化なし

【事業実績】 【現在の進捗状況】
　平成30年1～4月
　ヤングテレホンへのいじめ相談件数
　2件
[内訳]
・助言による自己解決 2件
※事件化なし

　緊急事案に対応できる学校の組織体制が
確立している。

【事業実績】
・緊急学校支援チームを設置
  し、専門家チームの委員を
  委嘱し、派遣体制を整えた。
  平成30年1月末現在
  派遣実績　24回

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・緊急学校支援チームを設置し、専
　門家チームの委員を委嘱し、派遣
　体制を整えた。

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の早期
　発見

■相談体
  制の整
  備・充
  実

子ども
保護者
教職員

校内支援会
活性化事業

【重点支援校への支援】
  校内支援体制の確立・充実をめざす県
内小学校10校を重点支援校として位置付
け、毎月の校内支援会に心の教育セン
ターのSC、指導主事等を派遣して、問題
の解決に向けた学校への支援を行う。

教育委員会
心の教育セン
ター

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の早期
　発見

■相談体
制の整
備・充実

子ども
保護者

児童相談所
等による相
談対応

　児童相談所及び市町村の要保護児童対
策地域協議会等が、学校等関係機関と連
携を図りつつ子どもや保護者からの相談
等に対応する。

知事部局
児童家庭課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　の早期
　発見

■相談体
  制の整
  備・充
  実

子ども
保護者

電話相談 　相談専用電話「ヤングテレホン」を通
したいじめの早期発見と早期対応

警察本部
少年女性
安全対策課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　への対
　処

■「緊急
  学校支
  援チー
  ム」等
  の派遣

子ども
保護者
教職員

いじめ問題
等の解決に
向けた外部
専門家活用
事業

　専門家（弁護士1名、臨床心理士3名、
退職警察官1名、退職教員3名）と県教育
委員会事務局職員による緊急学校支援
チームを組織し、公立学校において、児
童生徒の生命に関わる事案や学校が対応
に苦慮している事案に対して学校へ派遣
し、改善に向けた具体的な対応等につい
て、専門的な見地から助言を行う。

教育委員会
人権教育課

重点支援校（小学校１０校）への定期的支援（校内支援会の活性化）の実施

緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援

重点支援校（小学校１０校）への定期的支援（校内支援会の活性化）の実施重点支援校（小学校１０校）への定期的支援（校内支援会の活性化）の実施重点支援校（小学校１０校）への定期的支援（校内支援会の活性化）の実施

学校等関係機関と連携強化を図りながら、

子どもや保護者からの相談等への適切な対応

緊急時における学校、関係児童生徒・保護者等への支援

相談担当者のスキルアップ
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　児童生徒やその保護者の心の安定を図る
とともに、日常の学校生活への回復に向け
た助言を行う。

【事業実績】
平成29年1～12月
〇被害少年カウンセリングア
  ドバイザーによる
・スーパーバイズ　5回
・カウンセリング　1回
・担当者研修会　　4回
〇担当職員によるカウンセリ
  ング           11回
※暦年管理の数値で計上。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
平成30年1～4月
〇被害少年カウンセリングアドバイ
　ザーによる
・スーパーバイズ　1回
※暦年管理の数値で計上。

　児童生徒が、インターネットを通じて行
われるいじめ・誹謗中傷を防止し、かつ効
果的に対処ができる。

【事業実績】
 平成29年1～12月
・情報モラル教室　168回。
・保護者等への講演 66回。
※暦年管理の数値で計上。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
　平成30年1～4月
・情報モラル教室　46回。
・保護者等への講演 4回。
※暦年管理の数値で計上。

・本年度は全公立学校を対象
・中・高は年間６回検索
・小・特支校は年間３回検索

・学校ネットパト―ルを継続的に実施し、
　不適切な書き込み等が発見された場合、
　速やかに適切な対応ができる。
・リスクレベルの高い書き込みの検出数を
　減少させる。

【事業実績】
・学校ネットパトロールの実
  施。小学校、特別支援学校
  は年3回。中学校、高等学
  校は年6回実施した。
・ネットトラブル防止のため
  の啓発資料の配付　小学生
  用6回、中高生用6回

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・学校ネットパトロールを継続し
　て実施。
・検索回数を増やすなどして、監
　視体制を強化。
・ネットトラブルの未然防止のた
　め、啓発資料を配付。

　教職員の情報モラルに関する認識が高ま
り、人権の視点に留意し、ICTを効果的に活
用した授業が実践されている。

【事業実績】
　初任者研修［基礎研修
Ⅵ］･･･「教育の情報化」「ICT
の活用」（10/12）受講者数164
名

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
　初任者研修［基礎研修Ⅴ］･･･「教育の情
報化」「ICTの活用」（10/18　予定）

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　への対
　処

■「緊急
  学校支
  援チー
  ム」等
  の派遣

子ども
保護者
教職員

被害少年対
策加害少年
対策

・被害をうけた少年やその保護者の精
　神的なダメージの軽減
 ＊カウンセリングアドバイザーによる
　 被害少年のカウンセリング
 ＊担当職員による被害少年のカウンセ
　リング
・加害少年に対する立ち直り支援

警察本部
少年女性
安全対策課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　への対
　処

■イン
  ター
  ネット
  上のい
  じめへ
  の対応

子ども
保護者
教職員

非行防止教
室相談

・ネットいじめに関する出前授業、講
　演の実施
・ネットいじめトラブルへの助言指導

警察本部
少年女性
安全対策課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　への対
　処

■イン
  ター
  ネット
  上のい
  じめへ
  の対応

子ども
教職員

学校ネット
パトロール

　児童生徒が学校非公式サイトやプロ
フ、ブログなどに誹謗中傷の書き込み等
が行われるネット上のいじめ等に巻き込
まれていないか監視を行い、早期発見・
早期対応につなげる。

教育委員会
人権教育課

■学校が
　主体と
　なって
　進める
　取組へ
　の支援

■いじめ
　への対
　処

■イン
  ター
  ネット
  上のい
  じめへ
  の対応

教職員 初任者研修 　効果的にICTを使用するために配慮す
べきこと、個人情報等の取扱い方、情報
を取り扱う際のルールやマナーなどにつ
いての研修を行い、教職員の人権感覚を
養う。

教育委員会
教育センター

被害少年に対するカウンセリングや

加害少年に対する立ち直り支援の充実

児童生徒・保護者・関係者に対する啓発

教育センター主催　初任者研修基礎研修Ⅵ

「教育の情報化」「ＩＣＴの活用」の開催

学校非公式サイトやプロフ、ブログ、ＳＮＳなどの定期検索、

リスクが高い事案は24時間継続監視
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室

・生徒指導体制の強化のための児童
　生徒支援加配の効果的な配置。
・カウンセリング技術を持った養護
　教諭の効果的な配置。

【事業実績】
・各学校の実情に応じ、児
  童生徒支援加配の配置及
  び養護教諭の複数配置を
  適切に実施した。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
　各校の実態に応じ、児童生徒支援
加配の配置及び養護教諭の複数配置
を適切に実施している。

・５校を引き続き指定
・専門家による学校訪問、事業検
証

・平成２９年度の事業検証に基づ
き成果が見えやすい新任校長が
配置された学校を新規に指定
・専門家による学校訪問、事業検
証

  校長のマネジメント力が向上し、
全ての学校において、チーム学校と
しての組織的な取組の充実が図られ
ている。

【事業実績】
・昨年度からの指定校2校（春
  野・宿工）に加え、新たに
  室戸、大方、宿毛の3校を研
  究指定校とする。
・昨年指定を受けた学校の校
  長を講師とし、今年度新た
  に指定校になる学校長へ学
  校経営診断の活用法につい
  て、事前説明会を実施
 （6月）｡
・「学校経営診断カード」に
  よるアンケートを実施
（6月・12月予定）｡
・専門家（学校経営診断研究
  会）による分析・助言
（7月・2月予定）
・2月末までに、実施報告書の
  提出予定｡

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・昨年度からの指定校2校（室戸・
　大方）に加え、新たに中芸、四
　万十、幡多農の3校を指定校とす
　る。
・今年度新たに指定校になる学校
　長へ学校経営診断の活用法につ
　いて、説明会を実施（6月予定）
・「学校経営診断カード」によるア
　ンケートを実施（6月・12月予定）
・専門家（学校経営診断研究会）に
　よる分析を行うとともに、各指定
　校に訪問し、分析結果に基づく管
　理職との意見交換や教職員を対象
　とした校内研修会を開催する。
　（7月・2月予定）
・2月末までに、実施報告書の提出。

県方針の内容

■教職員が子どもと向き合うこ
  とのできる体制の整備

学校 教職員の配
置

　いじめ、不登校や暴力行為等の
問題が多く発生している学校に、
児童生徒支援加配等の教員配置を
行うなど、生徒指導体制を強化す
る。また、不登校やいじめ等の問
題行動が多く発生している大規模
学校には養護教諭を複数配置し、
児童生徒の心理面のケアを行う体
制を整える。

教育委員会
小中学校課

■教職員が子どもと向き合うこ
  とのできる体制の整備

教職員 学校経営診
断による学
校経営の改
善に関する
研究

  5校を指定し、学校経営診断カー
ドを活用して客観的分析データに
基づいて学校組織の現状や課題を
把握し、成果と課題を明確にする
ことで、組織的な学校経営を進め
る方策を見出す学校経営診断の研
究を行う。

教育委員会
高等学校課

■教職員が子どもと向き合うこ
  とのできる体制の整備

子ども
保護者
教職員

・スクール
　カウンセ
　ラー等活
　用事業
・スクール
　ソーシャ
　ルワー
　カー活
　用事業

【再掲】
教育委員会
人権教育課

学校の実情に応じた適材の配置
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・子どもたちの教育課題の解決のた
　めに、より多くの保護者がPTA活
　動に参画し、主体的なPTA活動が
　推進されている。
・PTA・教育行政研修会参加者の研修
  会に対する肯定的評価の割合:90％
  以上
・PTA・教育行政研修会参加後に、研
  修会で学んだことを新たな取組に
　つなげた単位PTAの割合：90％以上

【事業実績】
・PTA・教育行政研修会
　　　　　実施日　参加者数
安芸地区：　　5/27　　75名
幡多地区：　　7/2　　170名
吾川地区：　　7/15　　83名
高岡地区：　　7/29　 155名
香美香南地区：8/19　　96名
土長南国地区：9/2　　124名
高知市：　　　3/9　　 30名
　　　　　　7地区合計733名

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・PTA・教育行政研修会
　実施予定日
　安芸地区：　　5/26
　幡多地区：　　7/1
　吾川地区：　　7/14
　高岡地区：　　7/29
　香美香南地区：6/30
　土長南国地区：8/25
　高知市：　　　9月

・育成員（保護者）、教員、行政、
　各関係機関が共通の課題認識を
　もち、連携して取り組める体制
　が構築されている。
・児童生徒の問題行動･不登校等生徒
  指導上の諸課題に関する調査にお
  いて、不登校、暴力行為の状況を
  全国平均にまで改善されている。

【事業実績】
・高校生育成員地区連絡
  研修協議会
　　　　1回目　参加者数
安芸地区:6/26  27名
幡多地区:6/23　56名
高知地区:6/12　61名
香長地区:6/27  47名
高吾地区:6/23　39名
特別支援学校部会:7/6 50名
　　　２回目　参加者数
安芸地区:1/30　33名
幡多地区:1/19　54名
高知地区:1/12　24名
香長地区:1/25　40名
高吾地区:12/1　41名
特別支援学校部会:12/14 60名

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・高校生育成員地区連絡
  研修協議会
　1回目
　安芸地区:未定
　幡多地区:6/22
　高知地区:6/14
　香長地区:未定
　高吾地区:6/22
　特別支援学校部会:7/5

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■PTAや地域の関係
　団体との連携促
　進

保護者
教職員

(小中・義務
教育学校)

PTA・教育行
政研修会

　子どもたちを取り巻く多様な教
育課題を解決するために、県内７
地区で教員・保護者・行政職員
（県・市町村教育委員会）が一堂
に会して研修・協議を行い、PTAと
して組織的に取り組む活動内容を
考え行動化につなげる。

教育委員会
生涯学習課

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■PTAや地域の関係
　団体との連携促
　進

保護者
教職員

(高等学校)

高校生育成
員・教育行
政研修会

　生活指導の一翼を担う高校生育
成員（保護者）の活動のさらなる
活性化とともに、育成員・教員・
行政・各関係機関が一体となって
課題解決に取り組める体制を構築
し、現状の改善を図る。（5地区で
開催予定）

教育委員会
生涯学習課

県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実

３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実

県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実

３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実

県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実県内７地区で開催、研修の活性化と内容の充実

３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実３年間で全５地区で開催、研修の活性化と内容の充実
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　児童生徒の問題行動･不登校等生徒
指導上の諸課題に関する調査におい
て、携帯電話での誹謗中傷の発生率
を、中学校5％高等学校10％以下を目
指す。

【事業実績】
・PTA研修講師派遣について
  各学校に周知。
・PTA研修等への講師依頼は
  26校。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・PTA研修の実施を呼びかける通知文
を配付している。

・児童相談所や教育支援センターな
　ど、児童生徒や保護者の教育相談
　機関が相互の役割について共通理
　解を図り、より効果的な支援ネッ
　トワークを構築する。

【事業実績】
・教育支援センター連絡協議会
＜第1回＞5/8
講話「教育支援センターの役
　　　割」、課題別協議
＜第2回＞11/24
講話「特別な支援の必要な子
　　　どもに寄り添いなが
ら」、
　　　グループ協議
＜第3回＞2/2
講話「教育支援センターに求め
　　　られること」、グループ
　　　協議
参加者：24機関、延111名
・教育相談関係機関連絡協議会
＜第1回＞5/31
「関係機関の相互の連携の在り
　方について」協議、
＜第2回＞3/2
「相談の受理及び支援の流れに
　ついて」情報交換と
　協議　参加機関：9機関

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・教育支援センター連絡協議会
＜第1回＞5/9情報提供「教育支援セ
ンターの役割」等、課題別協議
参加者：24機関41名
・教育相談関係機関連絡協議会（6月
開催予定）

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■PTAや地域の関係
　団体との連携促
　進

教職員
保護者

PTA人権教育
研修会支援
事業

　PTA会員等が、喫緊の人権課題や
社会の変化に伴う新たな人権課題
に対する理解と認識を深めること
をめざし、PTAが実施する人権教育
研修会等を支援することで、地域
ぐるみで子どもを見守る体制づく
りにつなげる。

教育委員会
人権教育課

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■PTAや地域の関係
　団体との連携促
　進

各関係機
関職員等

・教育相談
　関係機関
　連絡協議
　会
・高知県教
　育支援セ
　ンター連
　絡協議会

　教育や福祉、医療など、児童生
徒や保護者の抱える課題に対して
教育相談や支援を実施する県内各
地の関係機関や支援担当者等が、
最新の情報を共有するとともに、
研究協議を行うことで、関係機関
相互の連携を深め、効果的な支援
につなげる。

教育委員会
心の教育セン
ター

高知県教育支援センター連絡協議会の開催

いじめやネット問題をテーマにしたＰＴＡ研修への講師派遣

高知県教育支援センター連絡協議会の開催

教育相談関係機関連絡協議会の開催

いじめやネット問題をテーマにしたPTA研修への講師派遣

高知県教育支援センター連絡協議会の開催高知県教育支援センター連絡協議会の開催

教育相談関係機関連絡協議会の開催

いじめやネット問題をテーマにしたＰＴＡ研修への講師派遣いじめやネットの問題をテーマにしたPTA研修への講師派遣
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

指定校の取組に対する指導・助
言
地教行法の改正に伴う教育委員
会規則等の見直し
平成３０年度からの設置に向けた
準備(以上高等）

設置校の取組に対する指導・助言
(高等）

設置校の取組に対す
る指導・助言(高等）

（小中学校課）
　保護者・地域住民等への学校運営
に関する情報を積極的に発信し、保
護者・地域住民のニーズを迅速かつ
的確に学校運営に反映させること
で、子どもたちの社会性を育むとと
もに学校と連携しながら地域全体で
子どもたちを見守り育てる体制を構
築する。

（高等学校課）
　各校において、保護者・地域住民
等への学校運営に関する情報を発信
するとともに、保護者・地域住民等
のニーズを迅速かつ的確に学校運営
に反映させる。

【事業実績】
（小中学校課）
学校運営協議会指定状況
◆指定校数42校(H29.4.1
  現在）
◆平成29年度市町村教育委
　員会連合会研修会（10/13)
  講話「開かれた学校から地
　域とともにある学校へ」
  講師：木村直人参事官
             （文部科学省）
◆メールマガジンによる発信
　9月号・10月号・12月号

（高等学校課）
　指定校（1校）について、委
員を任命するとともに、第1回
協議会を6/19に実施。第2回協
議会を11/13に実施予定。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
（小中学校課）
平成29年度末の時点で学校運営協議
会の設置を準備している小中学校が
15校ある。地教行法改正も踏まえ、
学校運営協議会の効果的な取組等に
ついて広く情報提供を行っていく。

(高等学校課）
　大方高校に学校運営協議会を設置
することとし、委員を任命（10名、
任期2年）した。
　第１回協議会を６月中旬に開催予
定。

・本年度の指定地域はない。

【事業実績】
・本年度の指定地域はない。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・本年度も指定地域はないが、
　次年度の実施に向けて年度内
　の募集を早期に取り組むこと
　としている。

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■地域とともにある
　学校づくり

教職員
保護者
子ども

学校運営協
議会
開かれた学
校づくり

　保護者及び地域住民等が学校運
営に参画することにより、その
ニーズを迅速かつ的確に学校運営
に反映させるとともに、学校、家
庭及び地域社会がそれぞれの役割
を果たしながら相互に連携し、一
体となって子どもたちの教育に取
り組む。

教育委員会
小中学校課
高等学校課
特別支援教育
課

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■地域とともにある
　学校づくり

子ども
教員

(保護者)

人権教育研
究推進事業

【人権教育総合推進地域事業】
　学校、家庭、地域社会が一体と
なった人権教育の総合的な取組を
教育委員会との連携・協力の下で
推進し、地域全体で人権意識を培
い、人権尊重の精神を高め、一人
一人を大切にした教育の充実に資
する研究を実施する。

教育委員会
人権教育課

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進

研究地域における学校・家庭・地域が一体となった

人権教育の充実に向けた研究の推進
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・学校と地域の連携により、放課後
　において子どもたちがより安全で
　健やかに育まれるとともに、放課
　後の学びの場において、子どもた
　ちが学ぶ力を身につける風土がで
　きている。

【事業実績】
・放課後児童クラブや放課
  後子ども教室の実施校率
（小学校）：94.3％（H29)
・放課後学びの場における
  学習支援の実施率：98.4％
（H29)
・放課後学びの場における
  体験活動の実施率：85.8％
（H29)

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・放課後児童クラブや放課後
　子ども教室の実施校率
（小学校）：94.3％（H29)
・放課後学びの場における学習
　支援の実施率：98.4％（H29)
・放課後学びの場における体験
　活動の実施率：85.8％（H29)

・全ての市町村において、学校や地
　域の実情に応じて、地域の方が学
　校の様々な活動に参画し、地域全
　体で子どもたちを見守り育てる仕
　組みが構築されている。

【事業実績】
・学校支援ボランティアの
  仕組みにより、保護者や
  地域の人が学校における
  教育活動や様々な活動に
  参画してくれる学校の割合
（小学校）84.0％
（中学校）76.7％（H29)
・学校支援地域本部が設置
  された学校数
（小学校）114校
（中学校）73校
（義務教育学校）2校（H29)
・本部事業の実施により子
  どもたちの自尊感情の向
  上につながったと評価し
  た学校の割合
  82.3％（H29）
・民生・児童委員の学校支
  援地域本部活動への参画
  率
  95.3％（H29)

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・学校支援活動回数23,900回/年
（H29年度実績）
・学校支援地域本部が設置
  された学校数
（小学校）114校
（中学校）73校
（義務教育学校）2校（H29年度末)
・本部事業の実施により子
  どもたちの自尊感情の向
  上につながったと評価し
  た学校の割合
  82.3％（H29）
・民生・児童委員の学校支
  援地域本部活動への参画
  率
  95.3％（H29)

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■地域ぐるみで子
　どもの育ちを支
　援する体制づく
　り

子ども 放課後子ど
もプラン

　地域社会の中で、放課後や週末
等に子どもたちが安全で安心して
健やかに育まれるよう、また、保
護者が安心して働きながら子育て
ができるよう、放課後児童クラブ
や放課後子ども教室等の居場所を
設け、地域の多くの方々の参画を
得て、様々な体験・交流・学習活
動の機会を提供する。

教育委員会
生涯学習課

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■地域ぐるみで子
　どもの育ちを支
　援する体制づく
　り

学校 学校支援地
域本部等事
業

　地域住民が学校の教育活動を支
援する取組を組織的なものとする
ことで、さらなる学校教育の充実
とともに、生涯学習社会の実現、
地域の教育力の向上を図り、学
校・家庭・地域が一体となり、地
域ぐるみで子どもたちを見守り育
てる体制づくりを推進する。

教育委員会
生涯学習課

放課後の子どもたちの安全で健やかな居場所づくりと

地域の実情に応じた放課後学びの場の充実

学校・家庭・地域が一体となり地域ぐるみで子どもたちを見守り育てる

体制づくりの推進

19



対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・学校と民生・児童委員等、家庭が
　連携した見守りの仕組みが構築さ
　れている。

【事業実績】
○自己紹介を実施
　県内全公立小学校：80校／194校
　実施率41.2％
　（うち児童数100人以上：36校／83校
　　実施率43.4％
○民生・児童委員紹介チラシの配布：
49校
［参考］
○学校支援地域本部が設置されている
　小学校（義務教育学校を含む）
　116校／194校
○民生・児童委員等の自己紹介、リー
　フレット等の配布等を実施又は学校
　支援地域本部を設置している小学校
　168校／194校　86.6％

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
○自己紹介又は民生・児童委員
　紹介チラシの配布
　芸西村、四万十市、黒潮町、
　高知市、日高村佐川町学校組合
　　　　　　　　　　　　　52校

　児童や家庭にとって安心できる居
場所の一つとして認知され、地域の
見守りなどの健全育成につながって
いる。

【事業実績】（12月末現在）
  室戸市、安芸市、日高村、
佐川町（2組織）、黒潮町が料
理教室や手芸教室等を実施

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
  室戸市、安芸市、日高村、佐川町
（2組織）、黒潮町が料理教室や工作
教室等を実施予定

・子ども食堂実施箇所数：120箇所
・子ども食堂が、地域における居場
　所・見守りの場として、定着して
　いる。

【事業実績】
［寄付金の実績］
　36件・3,237,429円
［高知家子ども食堂登録制度
  への登録実績］
　20団体24箇所
［子ども食堂支援事業費補助
  金］
　18団体22箇所・3,556千円
［主な取組］
・開設・運営手引き書の作成
・開設準備講座の開催
　　　　　　　　　（5箇所）
・子どもの居場所づくりネッ
　トワーク会議の開催（4回）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
［子ども食堂の開設数］（累計）
　10市8町・48団体58箇所
［寄附金の実績］
　4件・503,000円
［高知家子ども食堂登録制度への
　登録実績］（累計）
　26団体30箇所
［子ども食堂支援事業費補助金］
　15団体18箇所・2,181千円

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■地域ぐるみで子
　どもの育ちを支
　援する体制づく
　り

小学校
保護者

民生・児童
委員及び主
任児童委員
による地域
の見守り活
動の推進

　県内各小学校で行われる就学時
健康診断時や入学説明会、入学式
などで、保護者に対し地元で相談
を受けてもらえる民生・児童委員
及び主任児童委員を紹介すること
をきっかけにして、小学校単位で
の子どもや家庭を見守る仕組みづ
くりにつなげていく。

知事部局
児童家庭課

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■地域ぐるみで子
　どもの育ちを支
　援する体制づく
　り

子ども 児童厚生施
設活動支援
事業

　児童の福祉の増進に資すること
を目的として、児童館等で家庭児
童の健全な育成を図り、母親等地
域住民の積極的参加による地域活
動の促進を図るため、補助事業者
が行う地域組織（母親クラブ等）
の活動を支援する。

知事部局
児童家庭課

■学校・
  家庭・
  地域・
  関係機
  関が連
  携した
  取組の
  促進

■地域ぐるみで子
　どもの育ちを支
　援する体制づく
　り

子ども
保護者

子どもの居
場所づくり
推進事業

　食事の提供を通じて、子どもや
保護者の居場所となる「子ども食
堂」の取組を支援し、県内全域へ
の拡大を図っていく。

知事部局
児童家庭課

就学時健康診断時、入学式等で民生・児童委員等の紹介

及び紹介チラシの配布

上記取組をきっかけにして、

各小学校の状況に応じた地域の見守り活動につなげる

就学時健康診断時、入学式等で民生・児童委員等の紹介

及び紹介チラシの配布

上記取組をきっかけにして、

各小学校の状況に応じた地域の見守り活動につなげる

児童館等を拠点として活動する地域組織（母親クラブ等）への支援児童館等を拠点として活動する地域組織（母親クラブ等）への支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援

就学時健康診断時、入学式等で民生・児童委員等の紹介

及び紹介チラシの配布

上記取組をきっかけにして、

各小学校の状況に応じた地域の見守り活動につなげる

就学時健康診断時、入学式等で民生・児童委員等の紹介

及び紹介チラシの配布

上記取組をきっかけにして、

各小学校の状況に応じた地域の見守り活動につなげる

児童館等を拠点として活動する地域組織（母親クラブ等）への支援児童館等を拠点として活動する地域組織（母親クラブ等）への支援

・高知県子ども食堂支援基金への寄附募集

・高知家子ども食堂登録制度への登録

・高知県子ども食堂支援事業費補助金による財政的支援

・県社協のコーディネーター等による伴走支援
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

・保育所保育指針・幼稚園教育要領
　等に基づく教育・保育についての
　理解が深まるとともに、自主的・
　計画的な園内研修が実施されてい
　る。
・研修の中核となる職員が育ち、園
　内及び園や市町村を超えた実践研
　修や公開保育が定期的に行われて
　いる。

【事業実績】
・園内研修支援79園241回
（H30.3月末現在）
 うちブロック別研修支援で
は、13回のブロック別研修会
を実施し、ミドルリーダーに
よるグループ協議の進行等を
行っている。また、ミドル受
講者代表の運営による公開保
育も４回行った。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・園内研修支援の申込書をもとに、指導
　主事や幼保支援アドバイザー訪問日程
　を調整しながら支援している。
　園内研修支援8園11回（H30.5.15現在）
・改定保育所保育指針、新幼稚園教育要
　領等に基づく自主的・計画的な園内研
　修の実施につながるよう、ブロック別
　研修会の開催一覧を通知した。
　ブロック別研修会公開保育13園14回
　　　　　　　　　　　　　　（予定）

　市町村が設置するいじめ防止対策
のための組織に、弁護士、医師、心
理や福祉の専門家等を構成員として
入れることができる体制を整備す
る。

【事業実績】
  いじめ防止対策推進法に基
づいて市町村が調査組織等を
設置する際、関係する職能団
体を紹介したり、設置及び設
置後の対応について助言や支
援を行った。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・よりよい外部機関専門家等との連
　携を市町村においても促進するた
　め、県が設置するいじめ防止対策
　のための組織の運用状況の情報を
　提供するなどして、適切な対応が
　なされるよう支援している。

■学校・
家庭・地
域・関係
機関が連
携した取
組の推進

■就学前教育におけ
　るいじめの問題へ
　の取組の推進

保育者 園内研修支
援事業

【園内研修支援】
　自主的・計画的な園内研修が行
われるようにするため、幼保支援
課指導主事、幼保支援アドバイ
ザーを派遣し、保育所・幼稚園等
が実施する園内研修の支援を行
う。

【ブロック別研修支援】
　ブロック内における主体的な実
践研修のためのネットワーク化の
推進と、園内研修の企画・立案・
運営を行うミドル職員を育成する
ために、県内13ブロックにおける
「ブロック別研修会」を開催す
る。

教育委員会
幼保支援課

■市町村教育委員会との連携と
　支援

市町村
教育委員会

関係機関・
団体に対す
る、いじめ
防止対策推
進法に基づ
き市町村等
が設置する
組織への参
画依頼

　民生委員児童委員協議会連合
会、弁護士会、医師会、臨床心理
士会に対して、いじめ防止対策推
進法に基づき市町村等が設置する
組織について、構成員に外部専門
家を入れる場合の窓口紹介を依頼
する。 教育委員会

人権教育課

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

園内研修の実施

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼

市町村が設置するいじめ防止対策のための組織への

関係機関・団体の参画依頼
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

（小中学校課）
　自己評価、学校関係者評価の
実施評価結果の公表
（高等学校課）
・事項評価、学校関係者評価の
　実施、評価結果の公表
・学校経営計画とリンクした学校
　評価について検討

（小中学校課）
　各校の学校経営構想図とリンク
した学校評価項目の研究
（高等学校課）
・事項評価、学校関係者評価の
　実施、評価結果の公表
・学校経営計画とリンクした学校
　評価について様式・内容等につ
　いて改善

（高等学校課）
・事項評価、学校関
　係者評価の実施、
　評価結果の公表
・学校経営計画とリ
　ンクした学校評価
　について様式・内
　容等について改善

（小中学校課）
　学校評価を活用し、各学校のPDCA
サイクルに基づく組織的なマネジメ
ント力を高め、取組がより成果に結
びつくよう推進する。

(高等学校課）
　各学校において、学校評価を活用
し、学校教育の改善・充実の好循環
を生み出す「カリキュラム・マネジ
メント」の実現を図る。

【事業実績】
（小中学校課）
○「学校経営計画」の提出
　・当初　　5月 2日
　・中間　　9月13日
　・年度末　3月 9日

(高等学校課）
　学校経営計画とリンクした
学校評価の様式等について検
討

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
（小中学校課）
全小中学校で作成している「学校経
営計画」の評価指標として学校評価
位置づけることとしており、学校評
価を生かした学校経営の改善を進め
るよう、市町村教育委員会を通じて
学校に依頼している。
　各学校の教育活動や学校運営につ
いて目標を設定し、達成目標等を適
切に評価し、学校として継続的な改
善を進める。

 (高等学校課）
　学校経営計画とリンクした学校評
価の様式に改訂し、チーム学校とし
ての組織的な学校経営・運営の推進
を一層図る。
　・当初　　 4月 6日
　・中間　　10月18日
　・年度末　 3月15日

「高知県いじめ防止基本方針」（H29
年度改訂）啓発リーフレットを活用
して、PTA研修等あらゆる機会を通じ
て広報啓発に努める。

【事業実績】
・県立学校の管理職、市町村
（学校組合）教育委員会担当
　者、国立・私立学校管理職
　等に対して、「高知県いじ
　め防止基本方針」の改定に
　関する説明会を実施
　11月20日（月）
　11月20日（月）
　12月 1日（金）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】

■学校評価の留意点 教職員
保護者
地域

学校評価 　学校の現状と課題について学校
と保護者・地域住民等の共通理解
を深め、相互の信頼関係や連携・
協働を促すコミュニケーション
ツールとして、また、教育活動そ
の他の学校運営の改善を目的とし
た学校と保護者や地域住民との協
働の場として、学校評価を活用す
る。

教育委員会
小中学校課
高等学校課
特別支援教育
課

■県民のいじめ問題への関心を
　高め、正しい理解を深める取
　組の推進

子ども
教職員
保護者

一般県民

いじめ防止
子どもサ
ミット 【再掲】

知事部局
教育委員会
警察本部

■県民のいじめ問題への関心を
　高め、正しい理解を深める取
　組の推進

一般県民 「高知県い
じめ防止基
本方針」に
ついての啓
発活動

　保護者や地域住民など県民に広
く、県のいじめ防止基本方針やい
じめ防止等の取組についての理解
を促すよう、啓発リーフレットを
作製・配布し、広報啓発の充実を
図る。

教育委員会
人権教育課

「高知県いじめ防止基本方針」の広報啓発
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

教職員
保護者

PTA人権教育
研修会支援
事業

教育委員会
人権教育課

　県民の「子どもの人権問題」に対
する正しい理解と認識が高まる。

【事業実績】
  12月10日（日）に高知市中
央公園で開催し、約8,000人の
来場者があった。来場者アン
ケートでは「イベントに参加
して、人権問題への関心や理
解は深まったか」について
「大変深まった」及び「深
まった」との回答が88.6%で
あった。また、「日常生活で
身近に感じる人権課題」を訪
ねる設問では「子どもの人
権」をあげたものが18.3%で
あった。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
[平成30年度事業予定]
第22回じんけんふれあいフェスタ
開催日：平成30年12月9日
会　場：高知市中央公園

　県民の「子どもの人権問題」に対
する正しい認識や知識を身につける
ことで、子どもへの人権侵害の防止
につながる。

【事業実績】
  全5回開催。これまで３回実
施したうち、①「子どもの人
権」としては11月19日に映画
「隣る人」上映会と講演会を
実施し110人参加。また、②
「いじめ」問題に関連して第1
回講演会「なぜ私が？一生消
えないネットの書き込み」に
61人参加。参加者アンケート
の結果は人権課題への理解が
「（大いに）深まった」との
回答は①93.2%で、②100％で
あった。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】

[平成30年度事業予定]
　年7回掲載し、第1回が「子どもの
人権」をテーマとする予定。

■県民のいじめ問題への関心を
　高め、正しい理解を深める取
　組の推進 【再掲】

■県民のいじめ問題への関心を
　高め、正しい理解を深める取
　組の推進

一般県民 人権啓発
フェスティ
バル開催事
業

【じんけんふれあいフェスタ】
　身のまわりにある、さまざまな
人権問題について、県民に理解と
関心を深めてもらうとともに、一
人一人が人権問題の解決に向けて
自らの課題として取り組めるよ
う、「人権週間（12月４日～10
日）」を周知するとともに、その
期間中に高知市中央公園におい
て、関係課や団体が協力して県民
参加型の人権啓発に関するイベン
トを開催している。

知事部局
人権課

■県民のいじめ問題への関心を
　高め、正しい理解を深める取
　組の推進

一般県民 人権啓発研
修企業リー
ダー養成講
座開催事業

【人権啓発研修ハートフルセミ
　ナー】
　人権啓発にかかわる研修講座を
開催し、人権問題に対する興味関
心を高め、人権尊重の職場づく
り・地域社会づくりに資する人材
育成を行っている。具体的には、
県人権施策基本方針―第1次改定版
―で記載している個別の人権課題
について、年5講座（テーマとして
は５課題）開催している。 知事部局

人権課

関係課や団体と協力・連携した「じんけんふれあいフェスタ」の開催

「人権啓発研修ハートフルセミナー」の開催

関係課や団体と協力・連携した「じんけんふれあいフェスタ」の開催

「人権啓発研修ハートフルセミナー」の開催

関係課や団体と協力・連携した「じんけんふれあいフェスタ」の開催関係課や団体と協力・連携した「じんけんふれあいフェスタ」の開催

「人権啓発研修ハートフルセミナー」の開催「人権啓発研修ハートフルセミナー」の開催
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　身近なスポーツを通じた人権啓発
の取り組みにより「子どもの人権問
題」を身近な問題としてとらえる県
民が多くなる。

　人権教育研修会に各学校の教員が
参加し、人権研修に対する知識を深
めるとともに、日々の生徒指導に生
かしていく。

【事業実績】(見込）
○学校訪問による助言指導
  定期訪問：年4回
　（１学校当たり） 延べ40回
 要請等によるもの：延べ5回

○研修会の実施　年3回
（管理職研修、人権教育基礎
　講座、人権教育主任研修）
　参加者延べ82名

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
 　研修への参加者は増加傾向に有
り、私立学校における人権教育への
理解と重要性の認識が進んでいる

■県民のいじめ問題への関心
  を高め、正しい理解を深め
  る取組の推進

一般県民
子ども
保護者

スポーツ組
織等と連

携・協力し
た人権啓発
活動事業

【スポーツ組織等との協働イベン
　ト】
　いじめなどの県民に身近な人権
問題に関心を持ってもらい、理解
と認識を深めてもらうため、県内
のスポーツ組織と連携協力して人
権啓発に関する取組を行ってい
る。具体的には、冠協賛試合での
人権啓発PRとスポーツ教室を実施
している。

知事部局
人権課

【事業実績】
・9/10高知県・（公財）高
 知県人権啓発センター冠協
 賛野球試合「子どもの人権
 啓発ゲーム」　高知ファイ
 ティグドッグスＶＳ香川オ
 リーブガイナーズ高知球場
（参加者402人）
 来場者アンケートの結果は
「子どもの人権について関心
 や理解が（大変）深まった」
 と回答した割合は85.2％で
 あった。
・7/2人権野球教室　高知市
 (104人）
・人権サッカー教室　黒潮町
 8/5（109人）、11/12（110
 人）、高知市12/17（61
 人）、12/23（55人）、
 12/26（86人）
参加者アンケートの結果は
「『じんけん○×』で学んだ
ことはあるか」について
「（とても）あった」と回答
した割合は平均90%であった。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
[平成30年度事業予定]
○冠協賛試合で、入場者に啓発
　リーフレットや啓発グッズ等
　を配布するほか、横断幕の掲
　示や人権イメージキャラクタ
　ー等が参加した啓発活動を行
　う。
○青少年を対象とした人権サッ
　カー教室や人権野球教室を実
　施する。

■私立学
  校に対
  する支
  援

■人権教育の推進 教職員
(子ども)

私立学校人
権教育指導
業務委託事
業

　私立学校における人権教育の推
進を図るため、学校訪問による助
言・指導や研修会の開催等の人権
教育指導業務を(公財)高知県人権
啓発センターに委託する。

知事部局
私学・大学支

援課

■私立学
  校に対
  する支
  援

■いじめ防止等の取
  組の推進

子ども
保護者
教職員

心の教育セ
ンター相談
事業 【再掲】

教育委員会
心の教育セン

ター

私立学校における人権教育指導業務の委託私立学校における人権教育指導業務の委託

スポーツ組織等との協働イベントの実施スポーツ組織等との協働イベントの実施

私立学校における人権教育指導業務の委託私立学校における人権教育指導業務の委託私立学校における人権教育指導業務の委託私立学校における人権教育指導業務の委託私立学校における人権教育指導業務の委託私立学校における人権教育指導業務の委託

スポーツ組織等との協働イベントの実施スポーツ組織等との協働イベントの実施
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対象 事業名
（取組名）

取組の内容 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３１年度の目指すべき姿 担当課室県方針の内容

　児童生徒のいじめ防止等の意識を
高める。

【事業実績】
　平成29年1～12月
　（私学のみ）
・いじめ防止教室1校5回。
・情報モラル教室3校3回。
※暦年管理の数値で計上。

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
平成30年1～4月
　（私学のみ）
・いじめ防止教室0校0回。
・情報モラル教室3校3回。
※暦年管理の数値で計上

　人権教育推進に取組みやすい（研
修等に参加しやすい）環境の整備

【事業実績】
・カウンセラー等の配置
・人権研修会参加等
・研修会の開催
等の人権教育推進に向けた取
組を支援する

○カウンセラーｰ等の配置
  ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰやｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ
　の配置

○研修会の実施
　人権教育研究協議会主催等
　の研修会への参加

○人権教育推進を行う学校
　に対し補助金の経費配分

【事業実績】 【現在の進捗状況】
・全ての学校において、SCが
　配置(雇用）され、生徒が相
　談できる体制ができている

・全ての学校が、人権教育研
　修会に参加している

　学校で対応に苦慮するような事案
について、専門家の意見を取り入れ
ながら、速やかな問題の改善・解決
に努める。

【事業実績】(見込）

○要請
　学校数　1校
　回数　　7日（延7人）

【事業実績】 【事業実績】 【現在の進捗状況】
・引き続き事業を実施している。
・学校訪問時に事業の説明を行
　い、周知を図っている。

■私立学
  校に対
  する支
  援

■いじめ防止等の取
  組の推進

子ども
保護者

出前教室・
講演

　いじめ防止教室、ネットいじめ
に関する出前授業、講演の開催

警察本部
少年女性

安全対策課

■私立学
  校に対
  する支
  援

■いじめ防止等の取
　組の推進

子ども
教職員

財政上の支
援

【私立学校教育力強化推進事業費
　補助金】
　私立学校におけるいじめ等を未
然に防止する取組への支援を実施
する。
【私立学校運営費補助金】
　私立学校における人権教育推進
に係る経費に対して優先的に配分
する。

知事部局
私学・大学支

援課

■私立学
  校に対
  する支
  援

■いじめ防止等の取
　組の推進

子ども
保護者
教職員

いじめ問題
等の解決に
向けた外部
専門家活用
事業

[いじめ問題等に係る学校サポー
ト専門家チーム派遣事業」
　いじめ問題等において私立学校
が対応に苦慮することが予想され
る事案等に対して、私学・大学支
援課に「学校サポート専門家チー
ム」を設置し、学校の要請に応じ
て、専門的な見地から、問題の改
善・解決に向けた具体的な助言を
行う。

知事部局
私学・大学支
援課

児童生徒・保護者に対する啓発

私立学校におけるいじめの防止等の取組に対する財政上の支援

私立学校の要請に応じた学校、関係児童生徒・保護者等への支援

私立学校におけるいじめの防止等の取組に対する財政上の支援

私立学校の要請に応じた学校、関係児童生徒・保護者等への支援

児童生徒・保護者に対する啓発

私立学校におけるいじめの防止等の取組に対する財政上の支援私立学校におけるいじめの防止等の取組に対する財政上の支援

私立学校の要請に応じた学校、関係児童生徒・保護者等への支援私立学校の要請に応じた学校、関係児童生徒・保護者等への支援

児童生徒・保護者に対する啓発児童生徒・保護者に対する啓発
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